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はじめに

在宅医療の特
性と医療従事
者の負担

ハラスメント
問題が顕在化
する背景

・在宅医療の必要性、重要性が増す一方、在宅は
病院施設と比べると、助けてくれる同僚がいない、
あるいは少なく、トラブルが増す可能性が高い

・クレームなのか、カスタマーハラスメントなのか判
断が難しい

参考文献 厚労省 令和３年度
カスタマーハラスメント対策企業マニュアル
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000915
233.pdf

在宅介護における事件①

２０２５年２月２８日 埼玉新聞ウェブサイト
URL https://www.saitama-np.co.jp/articles/125365/postDetail
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在宅介護における事件②

２０２３年３月２８日 読売新聞オンライン
URL https://www.yomiuri.co.jp/national/20230326-OYT1T50058/

在宅医療において想定される患
者のハラスメント

• 患者、患者家族からの・・・

– 有形力の行使による暴行

– 暴言による、脅迫、土下座の強要など

– セクハラ

– 医療サービス等に関する執拗なクレーム

– 長時間拘束

– SNSへの投稿
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ハラスメント対策しないと・・・

• 医師、看護師、職員の精神的負担がかかる

• 業務負担が増える、あるいは業務が実質的妨
害されてしまう。

• 医療サービスの低下

• 職員の勤務意欲が低下

• 職員が精神疾患を患う可能性も

⇒退職する可能性もあり、さらに現場に負担

在宅医療現場でのハラスメントに
遭遇したら・・・

• 患者、あるいは患者家族から暴力、セクハラ、土下座
などの強要

⇒・暴行罪、強制わいせつ罪、強要罪など、刑法に該当す
る行為

★110番で警察に連絡するような事案です

★患者宅は病院ではなく、密室性が高い空間

その場を離れることが重要
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グレーゾーンのハラスメント

医療行為に対するクレーム・・・

⇒いわゆるカスタマーハラスメントが想定される

★例えば、事務員の態度が悪い、など

⇒クレームによっては、医療行為に対する真摯な質問
などもある。

⇒明らかな医療過誤などの場合もある

★医療業務を妨害するようなクレームなのか、真摯な
クレームなのか、判断が難しい場合や両社が混合する
ような場合がある

カスタマーハラスメントとは

カスハラの定義

「顧客等からのクレーム・言動のうち、当該クレーム、言動
の要求の内容の妥当性に照らして、当該要求を実現するた
めの手段・態様が社会通念上不相当なものであって、当該
手段・態様により、労働者の就業環境が害されるもの」

厚生労働省 令和３年

カスタマーハラスメント対策企業マニュアル作成事業検討委員会

「カスタマーハラスメント対策企業マニュアル」 参照

URL https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000915233.pdf

「厚労省 カスタマーハラスメント対策企業マニュアル」 ７頁参照
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カスハラと判断するための基準

• 各病院で判断基準が異なると思いますので、予め、
カスハラの判断基準を明確にする。

⇒院内で考え方と対応方針を統一して、現場と共有す
ること

（１）患者の主張について、事実関係を確認し、明らか
に過失がないか確認。患者の主張が明らかに妥当か
判断すること

（２）手段態様が社会通念に照らして相当な範囲か

「厚労省 カスタマーハラスメント対策企業マニュアル」 ７頁参照

応召義務との関係

悪質なクレーマーは、応召義務を盾に自己の要望を迫
る場合も

〇応召義務
医師法第19条
「診療に従事する医師は、診察治療の求めがあった場
合には、正当な事由がなければ、これを拒んではなら
ない」
⇒診療契約は準委任契約であるが、応召義務は契約
自由の原則の修正

しかし、応召義務に応じなければいけない、と思い込
みすぎる弊害も。
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応召義務に対する考え

応召義務も「正当な自由」があれば診療を拒否できる。

厚生労働省 令和元年１２月２５日
「応召義務をはじめとして診察治療の求めに対する適
切な対応の在り方等について」参照

～患者の迷惑行為～
「診療・療養等において生じた又は生じている迷惑行

為の態様に照らし、診療の基礎となる信頼関係が喪失
している場合いは、新たな診療を行わないことが正当
化される」
⇒診療内容そのものと関係ないクレーム等を繰り返し
続ける等

カスハラを防止するための条例も

• 東京都カスタマー・ハラスメント防止条例

令和６年１０月制定、令和７年４月１日施行

条例第2条

「顧客等による就労者に対する著しい迷惑行為
で就業環境を害する行為」と定義されます。

第4条

「何人も、あらゆる場において、カスハラを行って
はならない」と一律禁止が規定されています
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安全配慮義務

◆ 職員を守る義務

労働契約法第5条

使用者は「安全配慮義務」を負う。

→カスハラ等により職員が体調を崩した場合、ハラスメン
ト対策を講じていないと病院の責任にもなり得る。

民法においても、労働契約上の付随義務として、安全に
労務提供を整える義務があると解されている

⇒労働契約の債務不履行責任（民法４１５条）

法人もハラスメント対策の義務化

２０２５年６月４日 NHK NEWS WEBより
URL https://www3.nhk.or.jp/news/html/20250604/k10014825551000.html」

労働施策総合推進法の改正
施行日は2026年10月頃

カスハラ対策を事業主の「雇用管理上の
措置義務」とすることを主な内容とするも
の。

この義務に違反した事業主は、報告徴求
命令、助言、指導、勧告または公表の対
象となる。
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クレームの対応

１．一般論 在宅現場及び病院含めて
２．どのように備えるか

① クレーム対応専任職員の配置
② 記録・防犯ビデオ・録音
③ 院内研修
④ 顧問弁護士の活用
⑤ 医師会の活用
⑥ 自助努力による解決の限界を早く自覚し、医師会・弁護士

等の助力を求める。恥という意識の排除

暴力（犯罪）型クレームの対応
ー毅然とした姿勢ー

① 正確な事実の記録を心掛けること

② 現場（患者宅）から離れ、病院に連絡。緊急を要
する場合は110番通報

③ 顧問弁護士・医師会へ早期通報

④ 刑事告発、告訴

⑤ 損害賠償請求
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組織としての備え

◆ 防止方針の明文化
ハラスメント禁止規程を就業規則または内規に明記
利用者への説明と同意（契約書の文言にも反映）

◆ 教育とマニュアル整備
実例を用いたロールプレイ研修
看護師や医師任せにせず、法人全体で対応体制を整備

◆ 相談・報告体制の整備
職員が一人で抱え込まないよう、内部通報窓口等の設置

◆ 保険の検討

訪問スタッフへの暴行被害：労災保険の適用や損害保険
の準備

施設責任保険の範囲も確認しておくとよい

現場での対応マニュアル

• 初期対応の基本（冷静な記録）

• チームでの対応体制

• 定型フレーズ例

• 録音と記録の注意点

• 訪問拒否の条件
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組織内での対策と参考書籍
• 職員をハラスメントから守るため、多種多様な対策を行う必要

があります。日頃からハラスメントに対するマニュアルなどを
作成し、職員がそれを学習し、演習を行うことで、実際ハラス
メントが発生する場面に遭遇しても、冷静に対応することがで
きます。

★参考になる出版物

①メディカ出版 三木 明子 (著, 編集), 日本医療マネジメント学
会 (監修), 坂本 すが (編集)

「ガマンしない、させない！院内暴力対策これだけは」

②メディカ出版 三木 明子 (著, 監修), 一般社団法人 全国訪問
看護事業協会 (著, 編集)

「訪問看護・介護事業所必携! 暴力・ハラスメントの予防と対応: 
スタッフが安心・安全に働くために」

まとめ

在宅医療従事者が孤立せず対応でき
る体制を

法的根拠に基づく毅然とした対応

相談できる職場づくりが最重要


